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議論のフレームワーク
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炭素中立型経済社会への移行
に必要な膨大な資金需要の認識
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（出所）IEA WEO2021（2021/10）より

サステナブルファイナンス獲得
を巡る国際競争と枠組整備

EUタクソノミー, ICMA
TCFD, ISSB etc.

ESG投資の拡大と「統合型」のメ
インストリーム化

企業の情報開示の変化と高質な対
話の拡大

現在の資本市場

・ゴーイングコンサーンを前提に、企業
の長期的な存続と成長を非財務情報も
含めて総合的に評価しながら支えてき
た地域金融の機能

・現在要請されている「事業性評価」を
通じた多角的な取引先サポート

ESG地域金融



ESG地域金融の視点
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• 地域に潜在する資源を自治体、産業界との連携（プラットフォーム）を通して、特定し、
マネタイズする機能（地域循環共生圏への貢献）

（出所）（株）価値総合研究所「地域経済循環分析の手法と実践」

（出所）（株）価値総合研究所「地域経済循環分析の手法と実践」

（出所）環境省「ESG地域⾦融実践ガイド2.0」



ご提示頂いた論点への接続

 地域脱炭素ドミノがもたらす地域間競争は、ESG地

域金融機能の強化に直結

 ESG地域金融の機能強化がもたらす効果の多様性

・GX推進人材の補完（EA21との接続）

・事業性評価の深化による多様な「機会」追求

CE（サーキュラーエコノミー）×CN

NC（自然資本）×CN etc.

 追加的な政策による誘導への期待

・既存住宅の改修と価値（リセールバリュー等）
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株式会社日本政策投資銀行 設備投資研究所（03-3244-1890）

お問い合わせ先

ご質問、ご相談等がございましたら、何なりと下記連絡先にお問い合わせください。

連絡先
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